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第1章 環境への負荷が少ない資源循環型社会の構築
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1章2節
① 産業部門の対策

平成13（2001）年３月に公布した三重県生活

環境の保全に関する条例において、エネルギー使

用量の多い一定規模以上の工場等を対象として、

温室効果ガスの排出削減などに関する計画（地球

温暖化対策計画書）の作成と知事への提出・公表

を規定しました。平成14（2002）年５月には、

「三重県地球温暖化対策作成指針」を作成し（平

成17（2005）年２月に改正）、対象事業所に対し

て、説明会の開催等により計画策定を促しました。

平成16（2004）年度から各工場を訪問し、計

画のフォローアップを実施しています。

また、削減インセンティブを与えながら費用効

果的に温室効果ガスの排出削減を実現するシステ

ムとして「排出量取引」に注目し、県内企業やNPO

などとともに、平成14（2002）年度及び平成15

（2003）年度に排出量取引制度の検討事業を実施

し、それらの結果を踏まえ、国に対して地域特性

を反映した制度提案を行いました。

② 運輸部門の対策

三重県生活環境の保全に関する条例において、

一定規模以上の駐車場の管理者等に対し、利用者

へのアイドリングストップの周知を規定するとと

もに、自動車の使用者に対し、駐車時のアイドリ

ングストップを規定し、自動車からのCO２等の排

出削減を進めています。

また、平成16（2004）年度に国土交通省の環

境行動計画モデル事業として、北勢地域での「公

共交通利用促進による地球温暖化防止実践活動の

検証と定着」が選定され、平成17（2005）年度

から３か年事業として、鉄道整備、駅周辺整備事

業と連携してパークアンドライド社会実験等を実

施しています。

③ 民生部門の対策

地球温暖化防止活動の拠点として、地球温暖化

対策の推進に関する法律に基づき、平成16（2004）

年５月に「三重県地球温暖化防止活動推進センタ

ー」を指定しました。また、地域における活動の

推進役として「地球温暖化防止活動推進員」を県

内で57名委嘱しています。

地球温暖化対策に率先して行政が取り組むた

め、県内の市町等に対して地球温暖化対策の推進

に関する法律に規定する実行計画の策定を働きか

けました。

県民に対して、室内温度の適正管理による電力

使用量の節減などの実践行動を促す「エコポイン

ト事業」を実施し、温暖化対策の普及・啓発に努

めました。

また、削減インセンティブを与える等の手段に

より地球温暖化防止の実践活動が確実に実行され

るシステム「三重モデル」の実践に向けての検討

を行い、そのうちの一部を試行事業として実施し

ました。

さらに、県は地球温暖化対策の推進に関する法

律に基づき、平成11（1999）年度に認証取得し

たISO14001の取組との整合を図り、県自らの事

務・事業から排出する温室効果ガスの削減に取り

組むため、平成13（2001）年３月に「三重県庁

地球温暖化対策率先実行計画」を作成し、全庁的

な取組の推進と進行管理を実行しています。この

結果、平成16年度末までに平成２年度（1990年

度）比で7.9％削減する目標に対して、平成16

（2004）年度実施で7.5％削減しました。また、対

象範囲等を見直した第２次計画を平成17（2005）

年10月に策定し、より一層の取組を推進していま

す。

1－2 フロン対策の推進
) オゾン層の保護

オゾン層の破壊は、冷蔵庫やエアコンの冷媒、

断熱材の発泡剤、プリント基板の洗浄剤などとし

て広く使用されてきたフロン（クロロフルオロカ

ーボン等）が成層圏に達してから分解し、生じた

塩素原子がオゾン分子を破壊するものです。オゾ

ン層は、太陽から降り注ぐ有害な紫外線を吸収し

ており、その破壊により、ガン発生率の増加など

人体への影響の他、植物の成長抑制や水生生物へ

の悪影響等、生態系全体への影響が懸念されてい

ます。

このため、国際的には、オゾン層の保護を目的

としたウィーン条約が締結され、これに基づくモ

ントリオール議定書により、フロンの生産・使用

の段階的削減が進められており、平成７（1995）

年末には先進国における特定フロンの生産及び輸

出入が全廃されました。

我が国においても、昭和63（1988）年にオゾン

層保護法が制定され、その後、平成11（1999）

年に家電リサイクル法、平成13（2001）年にフ

ロン回収破壊法が制定されたことで、フロンの排

出抑制、回収・破壊処理の取組が進められていま

す。





2－2 省エネルギー化の推進
) 省資源・省エネルギー対策の推進

省資源・省エネルギーに対する関心は昭和48

年のオイルショックを契機に高まってきたもの

の、エネルギー消費量は、国民の「ゆとりと豊か

さ」を求めるライフスタイルを背景として、民

生・運輸部門を中心に依然高い伸び率を示してい

ます。

こうした中で、県民一人ひとりの資源・エネル

ギーの有効利用に関する正しい理解と実践を促進

するため、県内の各種団体で構成する「資源とエ

ネルギーを大切にする県民運動推進会議」を母体

として、普及啓発活動を中心とした県民運動を推

進しました。

また、平成12（2000）年３月に策定した「三

重県地球温暖化対策推進計画 チャレンジ６」の

一環として、地球温暖化防止の観点からも省エネ

ルギーによる温室効果ガスの削減は不可欠である

ことから、県民、事業者、行政が一体となって地

域レベルで省エネルギーを推進しています。

平成17（2005）年度も、「環境創造活動を進め

る三重県民の会」と協働で、「地球温暖化防止を

目指す環境県民運動」として、オフィス等の適正

冷房（28℃）の徹底と夏季の軽装を呼びかける

「夏のエコスタイルキャンペーン」と、電気使用

量等の節減を呼びかける「みえのエコポイント事

業」に取り組みました。

県庁においても、平成11（1999）年度に導入

したISO14001システムに基づき、引き続き電気

使用量や廃棄物の削減など環境負荷の低減に取り

組んでいます。

* 信号機の高度化改良とLED式信号灯器の整備

幹線道路における交通の円滑化を図るため、信

号機の系統化（28基）、多現示化（33基）、閑散

時半感応化（３基）、右折感応化（８基）等の信

号機の高度化改良を行うとともに、主要交差点

（約85箇所）において、ＬＥＤ式信号灯器（約

540灯）の整備を進めることにより交差点付近で

の交通事故防止及び消費電力の削減を図りました。

+ 環境に配慮した住宅・住環境の普及促進

住宅の市場や建設過程において地球環境を保全

する観点から、エネルギー・資源・リサイクルな

どの面で配慮がなされた住宅供給の普及促進や、

周辺の自然環境に調和し親しめる住環境形成の普

及促進を図るとともに、住宅ストックの有効活用

を図ります。

これらの取り組みが、様々な主体によって計画

的かつ持続的に展開するように、平成18（2006）

年度に策定する新しい住宅マスタープランに位置

づけます。

3 
3－1 導入への取組
) 三重県新エネルギービジョン

石油依存度の高い我が国のエネルギー事情や地

球温暖化等の環境問題に対応するため、新エネル

ギーの導入促進が強く求められています。

新エネルギーは、地域に密着したエネルギーで

あることから、地域の特性に応じた導入を図るこ

とが効果的であり、県、市町、ＮＰＯ、民間企業、

住民等が主体的かつ連携・協働して取り組む必要

があります。

このため、三重県では「三重県新エネルギービ

ジョン」（表１－２－３）に基づき、その具体化

のために次のことに取り組みました。

ア 「公共施設等への新エネルギーの導入指針」

による率先導入

この指針は、県の施策方針として新エネルギ

ーを県の施設へ率先導入するため、各部が取り

組むべき内容を示したものです。施行以来５年

が経過したことから、その導入の取組内容及び

進行管理方法を見直し、更に積極的に導入に取

り組む体制としました。

平成17（2005）年度には、県の公共施設等

へ50kＷの太陽光発電設備が導入され、累計

771kＷとなりました。

イ 新エネルギーの普及支援事業の実施

県内への新エネルギー導入を促進するため、

住宅用太陽光発電設備及び学校への太陽光発電

設備に対する補助制度を平成13（2001）年度

から実施しています。この結果、平成17

（2005）年度は当事業により339件の住宅で計

1,211kW、５校の学校で計51kWの太陽光発電

設備が設置されました。

また、補助の効果を更に高めるため、対象設

備や対象者の範囲を拡大するとともに、普及啓

発活動の実施を補助の条件とするなど、経済支

援と普及啓発を組み合わせた制度となるよう見

直しを行いました。

ウ 新エネルギーの普及啓発

新エネルギーの導入促進
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